
健診制度が変わった～その狙いは医療費の抑制

特定健診・特定保健指導の仕組みと問題点、
そして、私たちのたたかいと対応
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健診がどのように変わったのか 国・自治体の責任から保険者の責任に

４０歳から７４歳までの内、

医療保険の被保険者と被扶養者

４０歳以上の住民対象者

医療保険者自治体実施責任

医療保険者（国保・政管健保等）国責 任

特定健診・特定保健指導基本健診・保健指導名 称

高齢者の医療の確保に関する法律老人保健法法 律

０８年４月から０７年度まで

０８年４月から住民健診が変わった

従来の健診･保健指導との目的の違い

以前は 今は

様々な病気の
早期発見

健診＋保健指導

メタボリック症候群と

糖尿病などの削減

保健指導

健診は振り分けの手段

＊癌検診は市町村が一般財源で行う～やるかやらないかは市町村の判断

対象者は
５７００万人



保険者数 人数(06,3)

医療保険 １ 健康保険 政府管掌健康保険 １ ３，５６５万人

組合管掌健康保険 １，５６１ ３，０１２

２ 船員保険 １ １９

３ 国家公務員等共済組合 * ２７

４ 地方公務員等共済組合 * ５４ ９５９

５ 私立学校教職員共済組合 1

６ 第３条２の被保険者 1

７ 国民健康保険（市町村国保） １，８３５ ４，７６９

８ 国民健康保険組合（組合国保） 約１６０ ３９３

２，老人保健～

３，医療扶助－生活保護による医療扶助

４，公費負担－法律に基づく医療・予算措置に基づく医療

医療保険の種類と保険者の数 ０８，１０から公法人化

０８，４から後期高齢者医療制度

３５００以上の保険者が、各々個別に特定健診・指導を実施する事になる

健診は努力義務
（広域連合に実施責任）

健診は自治体の判断

保険者が責任を持つと云うけれど



都道府県も「医療費適正化計画」で保険者と一体となって推進

《（新）医療費適正化計画》

・医療費の現状と分析 ・平均在院日数の短縮に関する数値目標

・糖尿病等患者・予備群の減少に関する数値目標、健診・保健指導の実施率の数値目標

・目標実現の取り組み方策 ・医療費適正化を行うことによる医療費の見通し ・PDCA

《医療計画》 医療圏の設定、基準病床数、救急医療の確保、医療従事者の確保等

・（新）脳卒中、癌、糖尿病等の疾病別患者の年間総入院日数の短縮に関する数値目標

・（新）在宅での看取りや地域クリティカルパスの普及等に関する取り組み

・（新）脳卒中、癌、糖尿病等ごとの医療機関の機能分化と連携

《健康増進計画》 地域の実情をふまえた目標等

・（新）糖尿病等患者・予備群の減少に関する数値目標

・（新）健診及び保健指導の実施率に関する数値目標 ・ （新）上記の取り組み方策

《介護保険事業支援計画》 サービス従事者の確保・資質の向上等

・区域ごと種類ごとの介護給付量の見込み

・施設における生活環境の改善を図るための事業

相互に整合

３
計
画



保険者協議会～医療費適正化の取り組みを保険者が共同で実施するための組織

地域・職域連携推進協議会～健康づくりに関わる者が集まり、地域・職域が実施している

保健事業の情報共有や連携・協業を行うための組織



国 1/3 都道府県 1/3 市町村 1/3

実施責任の移行と費用負担－健診部分－

基本健診・癌健診ともに４０歳以上の住民（国の責任で自治体が実施）以前

08年～

特定健診

社保家族は保険者と自己負担＋国の補助の予定(負担割合１／３)

費用分担

自 治 体 の 一 般 財 源

７５歳以上

４０～７４歳

実施責任は保険者(国民保険･社会保険)

癌健診

国 1/3 都道府県 1/3 保険料と自己負担1/3国保

社保

75
歳
～

特定健診・保健指導は努力義務＝高齢者の病気の予防は必要ない？
従って、国などからの財政補助はない。保険料からの捻出と自己負担

本人は事業主健診と重複部分は事業主、それ以外は保険者が負担



健診のターゲットは生活習慣病

生活習慣病～心臓病・高血圧症・糖尿病・癌・高脂血症など、不適
切な食事、運動不足、喫煙、飲酒など生活習慣に起因すると考えら
れる病気。従来は成人病と呼ばれてきたが、平成８年（１９９６年）
に厚労省がこの名称を導入した。

２０１５年までに生活習慣病有病者・予備軍の２５％削減を目標



厚労省は、なぜ生活習慣病をターゲットにしたか

生活習慣病は、国民医療費の約３割を占め、死亡数割合では約６割を占める。
大幅な医療費削減のためには生活習慣病有病者・予備軍の削減が打ってつけの
ターゲット

６１．１％１０．２兆円生活習慣病合計

３８．９％２１．３兆円その他

０．６％２．８兆円高血圧性疾患

１．３％１．９兆円糖尿病

１３．０％２．０兆円脳血管疾患

１５．７％０．８兆円心疾患

３０．５％２．８兆円悪性新生物

死因別死亡割合医療費疾患名





メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の診断基準

洋なし型 皮下脂肪型肥満

リンゴ型 内臓脂肪型肥満



特定健診の検査項目～メタボ対応にシフト

 質問（問診～服薬歴、喫煙歴など）：２２項目
 身体計測～身長・体重・BMI（肥満度・標準体重）・腹囲

 理学的検査（身体診察）

 血圧測定

 血液検査
脂質検査～中性脂肪・HDLコレステロール・LDLコレステロール
肝機能検査～GOT（AST)・GPT（ALT)・γ－GTP（γ－GT)
血糖検査～空腹時血糖 or ヘモグロビンA1C

 検尿～尿糖・尿蛋白

二次検査（医師の判断に基づき選択的に実施する項目
○血液～ヘマトクリット・血色素・赤血球（貧血の既往歴。視診等で貧血が疑われる者）
○１２誘導心電図（前年健診でメタボ基準すべてに該当する者）
○眼底検査 （ 同上 ）

ＢＭＩ＝体重（ｋｇ）÷身長（ｍ）２

１８．５未満 やせ
１８．５～２５未満 標準
２５～３０未満 肥満
３０以上 高度肥満



特定保健指導

特定健診を受けた者を対象に、質問項目と健診結果から「プログラム」に沿っ
たステップに従って自動的に以下のどれかに振り分けて実施する

① 情報提供
検診結果送付に合わせて、情報提供用紙を送付

② 動機付け支援～自主的取り組みで生活改善できるように、保健師等の面
接指導で行動計画を策定。６ヶ月後に実績評価を行う。

健診後、１回２０分以上の個別面接、または８０分以上の集団指導

③ 積極的支援～対象者の主体的な取り組みに資する適切な働きかけを相当
な期間継続して行う。そのための行動計画策定。６ヶ月後の評価

３ヶ月以上の継続的な支援
・個別支援・グループ支援・電話・e-mail

実施後には効果を測定
食事指導は管理栄養士、運動指導は健康運動指導士が行う。



特定保健指導の振り分け基準

リスク要因 ３個以上リスク要因 ２個以上積極的支援

リスク要因 １または２個リスク要因 １個動機づけ支援

リスク要因 ０個リスク要因 ０個情報提供

男性８５ｃｍ未満かつBMI ２５以上

女性９０ｃｍ未満かつBMI ２５以上

男性８５ｃｍ以上

女性９０ｃｍ以上保健指導レベル

リスク判定基準
① 血糖 空腹時血糖１００mg/dl以上 or ＨｂＡ１ｃ５．２％以上
② 脂質 中性脂肪１５０ mg/dl以上 or ＨＤＬコレステロール４０ mg/dl未満

③ 血圧 収縮期血圧１３０mmHg以上 or 拡張期血圧８５ mmHg以上
④ 質問票 喫煙歴有り（リスクが一つ以上の場合にのみカウント）

＊服薬中の者は、特定保健指導の対象としない
＊前期高齢者（６５歳以上）は、積極的支援該当者でも動機付け支援となる





国は、各保険者に目標値を明示
保険者は、特定健診等実施計画を策定する

２５％(08比)１０％(08比)メタボ該当者及び予備軍の減少率

６０％４５％特定保健指導の実施率

８０％

単一保険８０％

政管健保７０％

国保６５％

特定健康診査の実施率

２０１５年目標値２０１２年参酌標準

この実施率・減少率で、後期高齢者医療制度に対する支援金の加減（±１０％）が決まる
財政の豊かな保険者ほど有利な仕組み（市町村国保には厳しい目標）

道の健康増進計画の数値目標と一致





他の健診制度との関連性（他法優先）

市町村衛生担当部局努力義務健康増進法がん検診・肝炎ウィルス検診など

事業者義 務労働安全衛生法労働安全法による健診「事業者検診」

市町村介護担当部局義 務介護保険法６５才以上の介護保険第１号被保険者

生活機能評価

市町村衛生担当部局努力義務健康増進法生保受給者など上記以外の健康診査

後期高齢者広域連合努力義務高齢者医療確保法７５才以上の健康診査

医療保険者義 務高齢者医療確保法被保険者・被扶養者の特定健診

実施責任法 律検診の種類

他法優先～以下の健診と重複する部分は、それらの健診で行い（データを入手）
不足する部分を特定健診分として保険者が負担する。

「事業者検診」・「生活機能評価」・「被爆者健診」 ＞ 「特定健診」



今までのように、各自治体の決められた医療機関や健診センターで誰でも受ける訳にはいかない。
今度は、各保険者毎に決めた（契約を結んだ）健診場所（医療機関等）や保健指導を受ける場所に

行かなければなりません。 その際、下記のような受診券・利用券の発行されます

特定健診・特定保健指導を受ける場所



実施の仕組み①～国保の場合（特定健診）

市
町
村
国
保

地
区
医
師
会

健
診
委
託
契
約

健診機関

（診療所）

健診機関

（診療所）

健診機関

（病院）

健診機関

（病院）

あるいは、
① 直接、医療機関等との契約
② 自治体病院などの自前方式
③ 巡回検診等、健診機関と委託



国保における特定健診・保健指導の流れ図

被

保

険

者

後
期
高
齢
者
（広
域
連
合
）

国
民
健
康
保
険
（市
町
村
・国
保
組
合
）

郡
市
区
医
師
会
・医
療
（健
診
）機
関
・保
健
指
導
機
関

国保連合会

健診等データ管理システム

①委託契約・機関登録

②委託情報の提供

③契約健診機関等での受診が可能と通知（受診券・利用券）

④受診券発行の情報

⑤受診予約

⑥受診
⑦健診等結果
電子データ

⑧結果通知

⑨健診等費用
請求・支払

保健指導
データ

回線
各種データ
請求支払

⑩要保健指導者に対し保健指導の実施（保健師等）

（⑩保健指導）

⑪必要年数の保存

⑫支払基金への報告



各自治体国保の特定健診・指導の実施案

 札幌市
目標 現在 Ｈ２０ Ｈ２４

受診率 29%        35%        65%
保健指導実施率 10%      10%前半 45%
メタボ削減率 10%

健診方式～医師会との委託契約および巡回検診方式

健診費用～8,100円 自己負担～1,200円（非課税は無料） 後期は500円
健診項目～上乗せ無し （大腸がん検診を同時に実施）
保健指導～市が実施。手にあまればアウトソーシング
短期保険証・資格証明書の扱い～区別しない

 当別町
目標 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

受診率 35%      45%    55%     60%      65%
メタボ削減率 10%

健診方式～医療機関との個別の委託契約

健診費用～6,753円 自己負担～700円
健診項目～尿酸・クレアチニンを上乗せ
保健指導～町が実施。対象多ければアウトソーシング
短期保険証・資格証明書の扱い～資格証明書は対象から外す



 室蘭市
目標 Ｈ２０ Ｈ２４

受診率 17%        65%

健診方式～医師会との委託契約
健診費用～8,148円 自己負担～無料（後期高齢者も）
健診項目～上乗せ無し （肝炎ウィルス・ＰＳＡを同時に実施）

 小樽市
健診方式～市内医療機関との契約・保健センター
健診費用～7,243円 自己負担～800円
健診項目～上乗せ無し （肝炎ウィルスを同時に実施）

 歌志内市・浦河町は北海道勤医協の診療所が委託機関から外れる



実施の仕組み②～政管健保などの被保険者（サラリーマン本人）
「労働安全衛生法による健診」（事業主健診）を優先し、保健指導も連携する

安衛法健診と特定健診

被
扶
養
者

被
保
険
者

国
保

被
保
険
者

年 齢

被用者保険（健保・共済等）

市町村 国保

安衛法一般健診

特
定
健
診

安衛法健診
優先

４０歳

７４歳



安衛法
一般健診

保険者と
共同実施

事業者
単独実施

健診
データ

健診結果

階層化
選定

事後措置

受診勧奨

特定
保健指導

保健指導

受診者

保険者

事業者

特定健診の
データのみ

安衛法健診優先のもとでの特定健診データ、保健指導の流れ

保健師を派遣
し事業所内で



実施の仕組み③～政管健保などの被扶養者（サラリーマン家族）
サラリーマン本人とは別の扱いとなり、各保険者が別の仕組みを作る。多くは、市町村

国保の委託先と契約を行い、国保の特定健診と同じ健診先で受ける。
事業所・被保険者（サラリーマン本人）をつうじて積極的な受診勧奨を行う。
受診券を被保険者を通じて配布する。保険者からの直送も？。

健保（保険者）

事業者
被保険者
（従業員）

被扶養者

受診券

受診券

最寄りの
健診機関

最寄りの
健診機関

受診券の発行

事業場経由

被扶養者直送

北海道は、
北海道医師会と健康保険組合連合会北海道連合会との間で集合契約を結んで

被扶養者の健診を行う事になりそう。
現在、政管健保、健保組合、共済組合等が集合契約への参加を表明。
医療機関は、各郡市医師会でとりまとめ可能な医療機関とする。
特定健診単価は、道内統一として、７，４６０円（基本項目分）

その後、
健診データ

↓
保険者

↓
階層化選定

↓
受診勧奨
保健指導

利用券送付



健診のアウトソーシング（委託先）

・ 医師・臨床検査技師・看護師などの人員確保 ・ 常勤管理者

・ プライバシーが確保できる部屋と心電図・眼底 ・ 応急処置の体制

・ 標準書式報告書と電子式標準方式での報告 ・ 個人情報保護

・ 検査の内部、および、外部精度管理 ・ 敷地内全面禁煙

保健指導のアウトソーシング（施設基準）

・ 指導用の部屋と食事指導や運動指導の施設 ・ 応急処置の体制

・ 敷地内全面禁煙 ・ 指導内容の電子式標準書式での報告

・ 土日祝日の指導実施など受診者の利便性向上 ・ 苦情窓口の設置

・ 保健指導管理者は医師・保健師・管理栄養士のいずれかで保健指導講習受講者
・ 食事指導は管理栄養士
・ 運動指導は健康運動指導士か健康スポーツ医

（保健指導の人員基準）

＊健康運動指導士～下記条件を満たす者で講習＋試験により資格取得
・ 体育系大学・医学部保健学科卒業者
・ 保健師、管理栄養士
・ 看護師、臨床検査技師、PT・OT等で、大学卒か、1年以上の運動指導経験
・ 栄養士などで、大学卒か、2年以上の運動指導経験



健診データの一元管理

特定健診及び特定保健指導の結果は、決められた様式に基づいて、
「電子化」（データファイル仕様）で送ることが義務となっている。

○ 保険者が健診・保健指導を実施することにより、個人個人の健診データ、
保健指導のデータが保険者に集まる。（電子化）

○ 一方で、病気などで医療機関にかかった際の情報やデータ、かかった医
療費もレセプト（診療報酬明細書）の形で集まる。

（Ｈ２３年度から電子化を標準化）

○ これらのデータを合わせて保険者が管理できるシステムとなる。～健診
受診の有無と発病にいたるまでの経過をチェック



特定健診・特定保健指導の問題点は何か

○住民健診は、そもそも自治体の仕事～国の責任の放棄

○病気の早期発見から、メタボリックシンドローム対策に偏った制度に転換

○労働者や国民の健康を守る視点ではなく、医療費削減政策を優先

○自己責任論のもと公的支援は最小限に押さえる
「不適切な食生活、運動不足、喫煙などで起こる～」
社会的要因、居住環境、労働環境、生活環境を覆い隠す
自主的（主体的）取り組みで生活改善

○健診事業への民間企業の参入～企業の利益追求の商品化

○健診から排除される人が増加

○保険者・個人へのペナルティを科して目標達成に向かわせる

○公衆衛生の無料化の原則を崩し、自己負担（受益者負担の考え）を一般化



医
療

医
療

健診 健診（拡大）

早期発見
医療に誘導

保健指導で
医療を抑制

変わる前 これから

新たな健診制度の狙いは医療費の抑制



①診療報酬の引き下げで 1兆円削減
②患者負担の引き上げで 1兆円削減

③生活習慣病対策 (有病者と予備軍25%削減)で 2兆円削減

④平均在院日数の短縮(36日→31.5日) ・病床削減で 4兆円削減

⑤都道府県に「医療費適正化計画」の作成実施を義務化

⑥<医療保険制度を都道府県単位に再編>
○医療保険の「一元化」の第一段階 ⇒ 後期高齢者医療制度の創設

短期的対策

中長期的対策

削減効果を担保する対策

この削減計画を進めるために、国ではなく都道府県が「計画」を作り、
実施の具体化と計画目標達成に責任を持たせることになった。

０６年医療改悪関連法の狙い
2025年までに8兆円の医療給付費削減



対象から外れる人が

４０歳から７４歳までの医療保険の被保険者と被扶養者に限定

（１）後期高齢者医療保険の７５歳以上（１，３００万人）
任意事業＝努力義務（実施してもしなくても良い）の扱い
・ 生活習慣改善の保健指導ではなく、医療機関への受診勧奨が中心
・ 広域連合が実施の判断を行い、市町村に実施を委託する
・ 健診項目は特定健診と同じだが、「腹囲」は医師の判断（除外）
・ 生活習慣病で受診している場合は、健診実施の必要ない
・ 心電図が必要な場合は、健診ではなく医療機関で行う

（２）生活保護世帯（１０７万世帯）
特定健診・特定保健指導の対象外。市町村による健診となる。

（３）無保険者、国保資格証明書発行世帯（３２万世帯）
・ 除外される可能性が高い
・ 国の考えは、資格証明書世帯は償還払い（全額窓口で支払う）
・ 国保料滞納世帯（４８０万世帯）にはペナルティが科せられる可能性が

北海道は実施
１割負担

札幌市は区別しない
Ｔ町は資格証対象外



ペナルティが心配

 保険者に対して

保険者毎の健診受診率、保健指導の実施率、メタボリックシンドロームの
該当者・予備軍の減少の度合いが評価される。

その成果の善し悪しで、「後期高齢者医療保険」への拠出金が±１０％の幅
で増減される。～保険者間の競い合いと力の弱い保険者にはペナルティの
可能性大

 個人に対して

「健診や特定指導を受けていない」、「特定指導を途中で止めた」、「メタボ
リックシンドロームや糖尿病が改善していない」などの場合に、例えば糖尿病
になった時に医療費（自己負担）などでのペナルティが危惧される。～病気
の個人責任論

国保は、加入者の半数以上が無職、圧倒的に低所得者。かつ、労働者のように
組織的な管理が出来ない。国が示す数値目標を達成するのは至難の業。
国保のような弱小保険者ほどペナルティの可能性が高く、自己負担も高く発生。
ペナルティを科せられると、その分保険料に跳ね返る。



腹囲「男性８５cm、女性９０cm」は日本だけ
根拠となった日本肥満学会の論文（０２年）に各方面から批判がおきていた。
「日本の基準は奇妙」（国際糖尿病連合 ０６年）

中性脂肪は、５００ mg/dlまで大丈夫（大櫛東海大教授）
遺伝性を別にして、ほとんどの人は気にする必要がない。

コレステロールは低い方が危険（浜崎富山大教授・大櫛東海大教授の研究）
血中の総コレステロール値が低い人は死亡リスクが高い、高い人ほど低くなる

「糖尿病は減らせない」（平尾紘一ＨＥＣサイエンスクリニック所長）
何故、メタボでないと指導から外されるのか。腹囲の数字を追いかける健康作りは

間違い。
日本人には、肥満とは関係ない「分泌低下」が多く、太らないうちに糖尿病になる。

「病人増やす」（日本人間ドック学会）
国の「受診勧奨判定値」は厳しすぎる。受診の必要のない人まで「病人」になるお

それがある。独自の判定値を決める。

メタボ診断基準に疑義あり

基準値を適用すれば男性の９割以上、女性の８割以上が異常となる



リスク要因 ３個以上リスク要因 ２個以上積極的支援

リスク要因 １または２個リスク要因 １個動機づけ支援

リスク要因 ０個リスク要因 ０個情報提供

男性８５ｃｍ未満かつBMI ２５以上

女性９０ｃｍ未満かつBMI ２５以上

男性８５ｃｍ以上

女性９０ｃｍ以上保健指導レベル

保健指導 受診勧奨 日本人間ドック学会 医療機関

判定値 判定値 受診勧奨判定値 正常参考値

① 空腹時血糖 １００ １２６ １４０ ７０～１０９＊
ＨｂＡ１ｃ ５．２ ６．１ ６．５ ４．３～５．８＊

② 中性脂肪 １５０ ３００ ４００ ５０～１４９

ＨＤＬコレステロール ４０ ３４ ２９ ４１～ ８６
③ 収縮期血圧 １３０ １４０ １６０ １００～１４０＊

拡張期血圧 ８５ ９０ １００ ５０～ ９０＊
＊ ＬＤＬコレステロール １２０ １４０ １８０ ７０～１３９＊
＊ ＧＯＴ ３１ ６１ ６１ １０～ ４０＊
＊ ＧＰＴ ３１ ６１ ６１ ５～ ４０＊
＊ γ－ＧＴＰ ５１ １０１ １０１ １２～ ７０＊

④ 質問票 喫煙歴有り

１１８
５．４＊
１２９
４８

１３０＊
７８

＊＊
１３
１４
２７

昔(＋)

合計３個
ウエスト７６cm   BMI ２３

この人はリスク３個だが、肥満ではないので情報提供のみ。だけど糖尿病予備群

特定検診の
判定値の妥当性



本当に目標は達成できるのか
北海道の受診率（２００５年度）

国保～２０％ 国保以外～２７．５％ 合計～２４．５％
札幌国保～２９％

自治体も保険者も現場も大混乱 ４月から始められない
政管健保は、１０月に組織替え（全国健康保険協会）になるので扶養者については
０８年度は手をつけない恐れ。

サラリーマン家族は受けられない人が続出する恐れ
検診体制がどうなる。保健指導はどうなる。

電子化の出来ない医療機関は受託できない
受診の機会が狭められる

２５％(08比)１０％(08比)メタボ該当者及び予備軍の減少率

６０％４５％特定保健指導の実施率

８０％

単一保険８０％

政管健保７０％

国保６５％

特定健康診査の実施率

２０１５年目標値２０１２年参酌標準

目標達成は難しい？



健診制度に対する私たちの立場

 地域丸ごと健康づくりの視点で～住民の健康を守る立場を鮮明に

 受けやすい自治体健診へ～住民の健康管理は自治体の責任で

 健康増進活動を重視し、質の向上をめざす

 中小零細企業など困難を抱える人々への対応をすすめる

 とりわけ健診から締め出される人への対応をすすめる

 地域医師会や多くの団体と共に、自治体への提案型の運動を

一方で、特定健診は受診率を６割台、８割へと引き上げていく積極的な面を持っている。
・ ダイナミックに特定健診やがん検診を広めていくチャンス
・ 今まで、民医連を利用していなかった人にも受診を広め、民医連の保健予防活動

を前進させる
・ 友の会と共に、「地域・職域丸ごと健康づくり」をすすめる
・ メタボにシフトした検診内容を豊かに補う「友の会付加健診」は積極的な意義を持つ



健診の充実をめざすたたかいが重要

 市町村国保の特定健診
受診の利便性をはかれ～通年でどこの医療機関でも受けられるように
健診項目の独自の上乗せを
自己負担は、無料にするか可能な限り低く抑えよ

４つの政令指定都市は無料。室蘭・岩見沢などは無料
低所得者への自己負担の免除または軽減を行え
資格証明書発行対象者も区別なく受診させよ（＊）
一般会計からの繰り入れを行い、保険料負担を極力抑えよ
安易な民間委託をするな（主に保健指導）

 ７５歳以上の健康診査～広域連合・市町村に対して
検診の自己負担は無料にせよ

約２０の府県は無料。室蘭は無料
医療機関に受診中、慢性疾患で治療を受けていることを理由に健診を拒否するな

 自治体のがん検診
自治体のがん検診を充実させよ
受診機会の利便性を確保せよ
自己負担は、無料にするか限りなく抑えよ





老人保健事業の基本健康診査の委託先報告（０５年度）

３．２％１．９％自治体直営タイプ

３．７％１．４％そ の 他

０．２％０．１％民間企業タイプ

４５．１％２７．４％健診機関委託タイプ

１８．３％４．２％病院委託タイプ

２９．６％６５．１％医師会委託タイプ

市区町村数の割合受診者数の割合委託先

１００．０％１２，９４６，０３７合 計

３６．６％４，７３４，８０４集団検診

６３．４％８，２１１，２３３個別健診

割 合受診者数



負担はどうなる？ 受診の利便性は？
現在の健診～対象・自己負担・健診場所

×１ヶ月生保・非課税８００ １，３００基本健康診査上砂川町

×２日なし 生保半額２，１００基本健診・お達者健診浦河町

△14日〃35↑ １，３００集団検診・個別健診日高町

○１ヶ月〃65↑ １，２００基本健康診査黒松内町

○４ヶ月生保・非課税65↑ １，６００生活習慣病健診余市町

○通年国保１，０００１，５００基本健康診査当別町

△２ヶ月〃 国保18↑ １，５００市民健診・老人健診芦別市

×５日〃18↑ １，３００住民健診歌志内市

○通年〃１，５００基本健康診査室蘭市

○通年〃１，２００生活習慣病健診苫小牧市

○通年〃１，２００さわやか運河健診小樽市

○通年70↑・生保・非課税１，２００すこやか健診札幌市

委託期間無料対象自己負担名 称自治体名

新たな健診の自己負担がこれ以下になることは考えにくい
特定保健指導も負担額は未定だが、かなりの額になるでしょう

国は、自己負担を
非課税世帯１割、課税世帯
３割と指導している



 ０８年４０～７４歳人口 … ５７４５万人

 特定健診受診者（実施率60%)…３４４７万人

 保健指導対象者(実施率20%)…動機付け支援１２２万人（１７．８％）

積極的支援 １１３万人（１６．５％）

(国民健康・栄養調査から試算)

｢保険者による健診・保健指導の円滑な実施方策に関する検討会」06/12/15）

７６３７７４２５７５６８新規登録

５７７２１９７１２２０５９潜在

１７１５２４１５６９０事業所

１７７５４９８２６２５６６６８病院・診療所

１５４２２２３１３不明市町村

管理栄養士保健師医師指導実施が可
能な有資格者

「１件に２０分、１日１８人なら
１３４１人の実施者がいれば実
現可能」（厚労省）

管理栄養士～「特定保健指導担当管理栄養士」

北海道栄養士会が「特定保健指導実践者育成研修会」

４日間、約２０時間の講義と演習。５年ごとの更新

健康運動指導士（健康・体力づくり事業財団認定）

１２０単位、現在２１日間の講習


